
下
回
る
場
合
は
相
続
税
が
課
税
さ

れ
ず
、
税
務
申
告
は
不
要
だ
。

法
定
相
続
人
に
応
じ
た

基
礎
控
除
額

　

相
続
税
の
基
礎
控
除
額
は
「
３

０
０
０
万
円
＋
法
定
相
続
人
の
数

×
６
０
０
万
円
」
で
計
算
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
相
続
人
の
中
に
養

子
が
い
る
場
合
、
法
定
相
続
人
の

数
に
含
め
る
養
子
の
数
は
、
ほ
か

に
実
子
が
い
る
場
合
は
１
人
、
実

子
が
い
な
い
場
合
は
２
人
ま
で
と

な
る
。
例
え
ば
、
法
定
相
続
人
が

妻
・
長
男
・
次
男
の
３
名
で
あ
れ

ば
、
基
礎
控
除
額
は
３
０
０
０
万

円
＋
（
６
０
０
万
円
×
３
人
）
＝

４
８
０
０
万
円
と
な
る
。

　

国
税
庁
の
統
計
に
よ
る
と
、
令

ず
は
相
続
税
の
基
本
的
な

仕
組
み
を
述
べ
よ
う
。

１
．
相
続
税
と
は

　

相
続
に
関
し
て
は
、
亡
く
な
っ

た
人
は
「
被
相
続
人
」、
そ
の
財

産
を
受
け
取
る
人
は
「
相
続
人
」

と
呼
ば
れ
る
。
相
続
税
は
相
続
人

が
負
担
す
る
税
金
だ
。
遺
産
分
割

や
遺
言
で
遺
産
を
取
得
す
る
「
相

続
」
か
、
相
続
人
以
外
の
人
が
遺

言
や
死
因
贈
与
で
遺
産
を
取
得
す

る
「
遺
贈
」
で
発
生
す
る
。

　

た
だ
、
遺
産
を
取
得
し
た
す
べ

て
の
人
に
相
続
税
が
か
か
る
と
は

限
ら
な
い
。
相
続
税
に
は
非
課
税

限
度
額
と
し
て
基
礎
控
除
額
が
あ

る
。
被
相
続
人
の
遺
産
総
額
か
ら

非
課
税
財
産
な
ど
を
除
い
た
「
正

味
の
遺
産
額
」
が
基
礎
控
除
額
を

ま

　令和５年度税制改正による変更点の前に、相続税と贈
与税の基本的な仕組みを押さえておこう。

相続税・贈与税の相続税・贈与税の
基礎のキソ基礎のキソ

いまさら聞けない!?
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相
続
税
の
仕
組
み
を

理
解
し
よ
う
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和
３
年
分
の
相
続
税
の
課
税
割
合

は
、
９
・
３
％
と
な
っ
て
お
り
、

被
相
続
人
の
11
人
に
一
人
の
割
合

で
相
続
税
の
申
告
が
必
要
と
な
っ

て
い
る
。
な
お
、
相
続
税
は
被
相

続
人
が
死
亡
し
た
日
か
ら
10
カ
月

以
内
に
、
税
務
署
に
申
告
し
て
納

税
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
．
相
続
税
の
計
算
の
流
れ

　

相
続
税
の
計
算
で
は
、
正
味
の

遺
産
額
か
ら
相
続
税
の
基
礎
控
除

額
な
ど
を
引
い
て
課
税
遺
産
額
を

求
め
て
い
く
。
図
表
１
に
沿
っ
て

７
つ
の
手
順
で
解
説
し
よ
う
。

①
遺
産
総
額

　

遺
産
総
額
は
「
本
来
の
相
続
財

産
」
と
「
み
な
し
相
続
財
産
」
の

２
つ
か
ら
成
る
。

　

本
来
の
相
続
財
産
は
、
被
相
続

人
の
財
産
を
相
続
か
遺
贈
に
よ
っ

て
取
得
し
た
、
金
銭
で
見
積
も
る

こ
と
が
可
能
な
経
済
的
価
値
の
あ

る
す
べ
て
の
財
産
で
あ
る
。
現
金

や
預
貯
金
、
有
価
証
券
、
土
地
家

屋
な
ど
の
不
動
産
、
事
業
用
財
産

や
美
術
品
な
ど
が
該
当
す
る
。

　

み
な
し
相
続
財
産
は
、
遺
言
や

遺
産
分
割
協
議
の
対
象
に
な
ら
な

い
も
の
の
、
被
相
続
人
の
死
亡
に

よ
っ
て
相
続
人
な
ど
が
一
定
の
財

産
的
価
値
を
取
得
す
る
も
の
を
相

続
財
産
と
み
な
し
、
相
続
税
の
課

税
対
象
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

例
え
ば
、
被
相
続
人
が
保
険
料

を
負
担
し
て
い
た
場
合
の
死
亡
保

険
金
や
生
命
保
険
契
約
に
関
す
る

権
利
、
契
約
等
に
よ
っ
て
遺
族
が

引
き
継
ぐ
個
人
年
金
や
退
職
年
金

の
受
給
権
な
ど
が
み
な
し
相
続
財

産
で
あ
る
。

　

こ
う
し
た
財
産
の
評
価
額
は
、

国
税
庁
が
定
め
る
「
財
産
評
価
基

本
通
達
」
の
評
価
方
法
で
計
算
す

る
（
図
表
２
）。

②
相
続
時
精
算
課
税
の
適
用
財
産

　

相
続
時
精
算
課
税
制
度
に
よ
り

推
定
相
続
人
が
被
相
続
人
か
ら
生

前
贈
与
を
受
け
た
財
産
は
、
そ
の

贈
与
時
の
価
額
を
遺
産
総
額
に
加

算
し
て
相
続
税
を
計
算
す
る
。
贈

与
時
に
納
め
た
贈
与
税
は
、
算
出

さ
れ
た
相
続
税
か
ら
控
除
を
受
け

図表１　相続税計算の流れ

（出所）筆者作成

〈相続税の総額の計算〉

〈相続人ごとの納付税額の計算〉

相続時精算
課税制度の
適用財産

遺産総額

相続税
の総額

課税遺産額

基礎控除額

×法定
相続分

×相続
税率

×相続
税率
×相続
税率

×法定
相続分

×相続取得
　割合 ＝

遺産額

－
債務・
葬式費用

非課税財産

正味の
遺産額

遺産額

＋

３年以内の
生前贈与財産

×相続取得
　割合 ＝

×相続取得
　割合

＋
－

＋
－

＋
－＝

＝

＝

＝

各相続人の
相続税額

各相続人の
相続税額

各相続人の
相続税額

各相続人の
納付税額

各相続人の
納付税額

各相続人の
納付税額

２割加算
各種税額控除

２割加算
各種税額控除

２割加算
各種税額控除

法定相続分
に応ずる
取得金額

〃

〃

相続税額

＋

＋

相続税
の総額

相続税額

相続税額

×法定
相続分
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基礎からわかる！
相続・生前贈与の税制と改正点
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